
 

富士見市介護予防・日常生活支援総合事業第一号事業者の指定等に 

関する規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第１１５条の４５の３第１項に規定する第一号事業（以下「事業」という。）を行

う者（以下「第一号事業者」という。）の指定等に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、法及び介護保険法施行規則（平成１１年厚

生省令第３６号。以下「省令」という。）において使用する用語の例による。 

（指定） 

第３条 省令第１４０条の６３の６第１号に規定する市が定める基準は、別に定める。 

２ 市長は、別に定める基準を満たした第一号事業者であっても、事業の供給量を超

過する場合その他の市における地域支援事業の円滑かつ適切な実施に支障が生じる

と認める場合においては、当該事業者を指定しないことができる。 

（指定の期間） 

第４条 省令第１４０条の６３の７の規定による市が定める期間は、６年とする。た

だし、指定訪問介護事業所（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に

関する基準（平成１１年厚生省令第３７号）第５条に規定する指定訪問介護事業

所をいう。）又は指定通所介護事業所（同基準第９３条に規定する指定通所介護

事業所をいう。）にあっては、当該指定を受けている有効期間とする。 

（指定の申請等） 

第５条 法第１１５条の４５の５第１項の規定による申請は、富士見市介護予防・日

常生活支援総合事業第一号事業者指定（指定更新）申請書（様式第１号）により、

当該申請に係る事業開始予定年月日の２月前までに行わなければならない。 

２ 法第１１５条の４５の６第１項の規定による更新の申請は、富士見市介護予防・

日常生活支援総合事業第一号事業者指定（指定更新）申請書により、当該申請に係

る現に受けている指定有効期間満了日の２月前までに行わなければならない。 



（指定の通知等） 

第６条 市長は、前条に規定する申請があったときは、指定の適否を審査し、指定を

するときは富士見市介護予防・日常生活支援総合事業第一号事業者指定通知書（様

式第２号）により、指定をしないときは富士見市介護予防・日常生活支援総合事業

第一号事業者不指定通知書（様式第３号）により、当該申請者に通知するものとす

る。 

２ 指定事業者は、前項に規定する富士見市介護予防・日常生活支援総合事業第一号

事業者指定通知書を当該指定に係る事業所の見やすい場所に標示しなければならな

い。 

（変更の届出等） 

第７条 指定事業者は、指定の申請内容に変更があったときは、当該変更のあった日

から１０日以内に、富士見市介護予防・日常生活支援総合事業第一号事業者指定内

容変更届（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

２ 指定事業者は、当該指定に係る事業を廃止し、又は休止しようとするときは、そ

の廃止、又は休止の日の１月前までに、富士見市介護予防・日常生活支援総合事業

第一号事業者指定廃止（休止・再開）届（様式第５号）を市長に提出しなければな

らない。 

３ 指定事業者は、休止した当該指定に係る事業を再開したときは、再開した日から

１０日以内に、富士見市介護予防・日常生活支援総合事業第一号事業者指定廃止

（休止・再開）届を市長に提出しなければならない。 

（指定の取消し等） 

第８条 市長は、法第１１５条の４５の９の規定により、指定事業者の指定を取り消

したとき、又は当該指定の全部若しくは一部の効力を停止したときは、富士見市介

護予防・日常生活支援総合事業第一号事業者指定取消（停止）通知書（様式第６

号）により、当該指定事業者に通知するものとする。 

（事業所情報の提供） 

第９条 市長は、第５条の規定による申請又は第７条の規定による届出の受理（以下

この条において「申請等の受理」という。）をしたときは、国民健康保険団体連合

会その他の機関に対し、当該申請等の受理に係る事業所に関する情報のうち、次に

掲げる事項を提供することができる。 



(1) 事業所の名称及び所在地 

(2) 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、

住所及び職名 

(3) 指定年月日、指定更新年月日及び指定有効期間満了日 

(4) 事業開始年月日、事業廃止年月日、事業休止年月日、事業再開年月日、指定取

消年月日及び指定停止期間 

(5) 運営規程 

(6) 介護保険事業所番号 

(7) 管理者及び役員の氏名、生年月日及び住所 

(8) 介護支援専門員の氏名及びその登録番号 

（その他） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、第一号事業者の指定等に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 指定に必要な手続その他の準備行為は、この規則の施行日前においても行うこと

ができる。 



様式第１号（第５条関係） 

 

富士見市介護予防・日常生活支援総合事業第一号事業者指定（指定更新）申請書 

 

年  月  日 

 

（宛先）富士見市長 

 

申請者 所 在 地 

名   称 

代表者氏名             ○印  

 

介護保険法第１１５条の４５の３第１項に規定する第一号事業の指定事業者とし

て指定（指定更新）を受けたいので、次のとおり申請します。 

  事業所所在地市町村番号  

申
請
者 

フリガナ  

名   称  

主たる事務所の

所在地 

（郵便番号  －   ） 

申請者連絡先 電話番号  ＦＡＸ番号  

法人の種別  法人所轄庁  

代表者の職名・ 

氏名・生年月日 
職名 

 フリガナ 生年月日 

氏名 

代表者の住所 
（郵便番号  －   ） 

 

事
業
所
の
状
況 

フリガナ  

事業所の名称  

事業所等の 

所在地 

（郵便番号  －   ） 



同一所在地において 

行う事業の種類 

実施 

事業 

事業の開始 

予定年月日 

既に指定を受 

けている事業 

の指定年月日 

添付 

書類 

指定を

受けよ

うとす

る事業 

訪問介護相当サービス    付表１ 

訪問型サービスＡ    付表２ 

通所介護相当サービス    付表３ 

通所型サービスＡ    付表４ 

既に指

定を受

けてい

る事業 

訪問介護      

介護予防訪問介護      

(地域密着型)通所介護      

介護予防通所介護      

介護保険事業所番号           （既に指定を受けている場合） 

総合事業事業者番号            

指定を受けている他市町村  

備考 

１ 「事業所所在地市町村番号」欄は、記入しないでください。 

２ 「法人の種別」欄は、「社会福祉法人」等の別を記入してください。 

３ 「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人（ＮＰＯ法人等）である場合には、

その主務官庁の名称を記入してください。 

４ 「実施事業」欄は、今回申請するもの及び既に指定を受けているものにつ

いて、該当する欄に「〇」を記入してください。 

５ 「指定申請をする事業の開始予定年月日」欄は、該当する欄に事業の開始

予定年月日を記入してください。 

６ 「既に指定を受けている事業の開始年月日」欄は、介護保険法に基づく指

定事業者として指定された年月日を記入してください。 

７ 「総合事業事業者番号」欄は、この申請に係る事業所が富士見市外にある

場合で、事業所所在他の市町村長から介護予防・日常生活支援総合事業の指

定事業者の指定を受けている場合には、その番号を記入してください。 



様式第２号（第６条関係） 

 

富士見市介護予防・日常生活支援総合事業第一号事業者指定通知書 

 

第     号 

 

 

    年  月  日付けで申請のありました介護予防・日常生活支援総合事

業第一号事業者の指定については、次のとおり第一号事業の指定事業者として指定

したので、富士見市介護予防・日常生活支援総合事業第一号事業者の指定等に関す

る規則第６条第１項の規定により通知します。 

 

 １ 申請者名 

 ２ 代表者名 

 ３ 事業所名 

 ４ 所在地 

 ５ 介護保険事業所番号 

 ６ サービス種類 

 ７ 指定年月日 

 

 

年  月  日 

 

 

富士見市長         印 



様式第３号（第６条関係） 

 

富士見市介護予防・日常生活支援総合事業第一号事業者不指定通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

        様 

 

富士見市長         印 

 

    年  月  日付けで申請のありました介護予防・日常生活支援総合事

業第一号事業者の指定については、次の理由により第一号事業の指定事業者として

指定しないこととしたので、富士見市介護予防・日常生活支援総合事業第一号事業

者の指定等に関する規則第６条第１項の規定により通知します。 

 

理由 

 

 

 

 

 

 （教示） 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、

富士見市長に対して審査請求をすることができます。 

この処分については、上記の審査請求のほか、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する

裁決）があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、富士見市を被告として（訴訟において富士

見市を代表する者は富士見市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

なお、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）が

あった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起するこ

とができなくなります。ただし、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすること

や処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 



様式第４号（第７条関係） 

 

富士見市介護予防・日常生活支援総合事業第一号事業者指定内容変更届 

 

年  月  日 

 

（宛先）富士見市長 

 

届出者 所 在 地 

名   称 

代表者氏名             ○印  

 

次のとおり指定の申請内容に変更がありましたので、富士見市介護予防・日常生

活支援総合事業第一号事業者の指定等に関する規則第７条の規定により届け出ます。 

介護保険事業者番号            

指定内容を変更した 

事業所（施設） 

名 称 

 

所在地 

 

サービスの種類  

変更があった事項 変更の内容 

１ 事業所（施設）の名称 変更前 

２ 事業所（施設）の所在地 

３ 申請者の名称 

４ 主たる事務所の所在地 

５ 代表者の氏名、住所及び職名 

６ 定款、寄付行為等及びその登録事項証

明書又は条例等（当該事業に関するも

のに限る。） 



７ 事業所の平面図、設備の概要等 変更後 

８ 事業所（施設）の管理者の氏名及び住

所 

９ 事業所のサービス提供責任者の氏名、

生年月日、住所及び経歴 

10 運営規程 

11 役員の氏名及び住所 

変更年月日     年  月  日 

備考 

１ 該当する項目番号に「〇」を付してください。 

２ 変更の内容が分かる書類を添付してください。 



様式第５号（第７条関係） 

 

富士見市介護予防・日常生活支援総合事業第一号事業者指定廃止（休止・再開）届 

 

年  月  日 

 

（宛先）富士見市長 

 

届出者 所 在 地 

名   称 

代表者氏名             ○印  

 

次のとおり指定に係る事業を廃止（休止・再開）したいので、富士見市介護予

防・日常生活支援総合事業第一号事業者の指定等に関する規則第７条の規定により

届け出ます。 

介護保険事業者番号            

廃止、休止又は再開を

する事業所 

所在地 

名称 

サービスの種類  

廃止（休止・再開）日      年  月  日 

廃止、休止又は再開を

する理由 
 

現にサービスを受けてい

た者に対する措置 
 

休止予定期間    年  月  日から   年  月  日まで 

備考 事業の再開に係る届出にあっては、当該事業に係る従業者の勤務体制及び

勤務形態に関する書類を添付してください。 



様式第６号（第８条関係） 

 

富士見市介護予防・日常生活支援総合事業第一号事業者指定取消（停止）通知書 

 

第     号 

年  月  日 

        様 

 

富士見市長       印 

 

    年  月  日付け  第  号で通知した介護予防・日常生活支援総

合事業第一号事業者の指定については、次のとおり取消し（停止）をしたので、富

士見市介護予防・日常生活支援総合事業第一号事業者の指定等に関する規則第８条

の規定により通知します。 

 

１ 事業所の所在地 

２ 事業所の名称 

３ 代表者氏名 

４ 取消（停止）理由 

 

５ 指定取消日     年  月  日 

停 止 期 間     年  月  日から    年  月  日まで 

 

 （教示） 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、

富士見市長に対して審査請求をすることができます。 

この処分については、上記の審査請求のほか、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する

裁決）があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、富士見市を被告として（訴訟において富士

見市を代表する者は富士見市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

なお、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）が

あった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起するこ

とができなくなります。ただし、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、

その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすること

や処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 


